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１　事務事業執行概要
企画調整グループ

１　着実な行財政運営改革の推進

「自律的で創造性を発揮する行財政運営体制の確立」に向け、「令和３年度大阪府行政経営の取組み」に基づき、財政規律を堅持しつつ、府民・企業・市町村・国との連携を深め、社会全体で課題解決する取組みを推進した。
また、令和３年度の取組状況及び令和４年度の取組みについて、「令和４年度大阪府行政経営の取組み」としてとりまとめ、公表した（令和４年２月）。
２　地方独立行政法人に関する事務

　　地方独立行政法人法に基づき、地方独立行政法人制度に係る総合調整を行った。

３　公の施設の運営改善に向けた取組み

公の施設の適切な運営を推進するため、指定管理者制度に係る全庁的な総合調整を行うとともに、「公の施設の基本情報」や「利用者満足度調査結果」の公表を行った。
また、次年度に指定管理者選定が予定されている施設の情報を効果的に提供するとともに、事業者との対話を通じてより魅力のある制度構築を図ることを目的に、民間事業者を対象とした施設紹介及び個別相談会を実施した。
４　建設事業評価に関する事務　

　建設事業の効率性及び実施過程の透明性の向上を図るため、府及び府が設立する地方独立行政法人が実施する建設事業（総事業費1億円以上）について、建設事業評価を実施した。
　　また、一定の要件に該当する事業について、学識経験者等で構成する「大阪府建事業評価審議会（都市整備部会）」において、意見を聴取した。

〇大阪府建設事業評価審議会（令和３年度実績）　

　　　　委員数　　　７名

　　　　開催回数　　１回

　○大阪府建設事業評価審議会都市整備部会（令和３年度実績）　※事務局は都市整備部

　　　委員数　　　７名

　　　　開催回数　　３回（別途、現地視察１回）

審議件数　　３件
５　広告事業等の推進
新たな財源の確保と府民サービスの向上を図るため、府ホームページや各種リーフレット・封筒等の印刷物に広告を掲載し、また庁舎等に広告付き案内表示板を設置する等、府が保有する資産を広告媒体として有効活用する広告事業等を推進した。
公民連携グループ
１　公民連携の推進

行政と企業・大学が多様な形で連携することにより、行政スタイルの転換を進め、効率的でより質の高い公共サービスを提供する公民協働の推進を図るため、新しい実例やノウハウの収集、ホームページへの掲載をはじめとする府民等への周知を図るとともに、新たな公民協働モデルの確立に努めた。
（1） 公民戦略連携デスクの設置・運営

　　平成27年4月より、企業や大学のワンストップ窓口としてのコンシェルジュ機能と、庁内からの提案を企業等と調整するコーディネート機能を兼ね備えた一元的な組織として、公民戦略連携デスクを設置、運営した。

　（活動実績）

・包括連携協定の締結　５件５社（累計５８件６９社４大学）

・部局と企業の事業マッチング（成立数）　６２２件　　
・企業・大学とのネットワーク構築　８００社以上（累計）　等

（2） 包括連携協定の締結

地方創生を通じて個性豊かで魅力ある地域社会の実現等に向けた取組みが進む中、府が企業・大学と連携・協働した活動をより一層深化させるため、包括連携協定を締結した。

（協定締結実績）
・平成２１年　７月　　株式会社ローソン

・平成２２年　６月　　イオン株式会社

・平成２２年１２月　　株式会社セブン‐イレブン・ジャパン

・平成２３年　７月　　株式会社ファミリーマート

・平成２７年　７月　　株式会社りそな銀行

・平成２８年　１月　　大阪信用金庫

・平成２８年　２月　　西日本高速道路株式会社（NEXCO西日本）

・平成２８年　５月　　大塚製薬株式会社
・平成２８年　５月　　株式会社関西ぱど
・平成２８年　７月 　 損害保険ジャパン日本興亜株式会社

・平成２８年　８月 　 ヤマト運輸株式会社

・平成２８年　８月 　 佐川急便株式会社

・平成２８年１１月　　大阪地区トヨタ各社（13社）

・平成２８年１１月　　三井住友海上火災保険株式会社

・平成２８年１１月　　東京海上日動火災保険株式会社

・平成２９年　２月　　大阪いずみ市民生活協同組合

・平成２９年　２月　　株式会社ハークスレイ

・平成２９年　７月　　日本生命保険相互会社

・平成２９年　７月　　第一生命保険株式会社

・平成２９年　７月　　住友生命保険相互会社

・平成２９年　８月　　不二製油グループ

・平成２９年　８月　　ロート製薬株式会社

・平成２９年　９月　　グンゼ株式会社

・平成２９年１１月　　大同生命保険株式会社

・平成２９年１２月　　大阪大学

・平成３０年　１月　　関西大学

・平成３０年　１月　　近畿大学

・平成３０年　２月　　一般社団法人FC大阪スポーツクラブ

・平成３０年　２月　　ET-KING（株式会社BARIKI）
・平成３０年　４月　　立命館大学
・平成３０年　５月　　株式会社ＮＴＴドコモ
・平成３０年　６月　　キリンビール株式会社
・平成３０年　６月　　キリンビバレッジ株式会社
・平成３０年　６月　　協和キリン株式会社
・平成３０年　６月　　あいおいニッセイ同和損害保険株式会社
・平成３０年１１月　　リコージャパン株式会社
・平成３０年　１月　　小林製薬株式会社
・平成３０年１２月　　ミズノ株式会社
・平成３１年　１月　　ダイドードリンコ株式会社
・平成３１年　２月　　上新電機株式会社
・平成３１年　３月　　明治安田生命保険相互会社
・令和元年　　６月　　積水ハウス株式会社
・令和元年　　７月　　株式会社キリン堂
・令和元年　　８月　　三井不動産株式会社
・令和元年　　９月　　カゴメ株式会社
・令和元年　１１月　　アサヒビール株式会社
・令和元年　１１月　　ネスレ日本株式会社
・令和元年　１２月　　ソフトバンク株式会社

・令和元年　１２月　　MONET Technologies株式会社

・令和２年　　１月　　江崎グリコ株式会社
・令和２年　　２月　　フェイスブックジャパン株式会社

・令和２年　　６月　　日産大阪販売株式会社

・令和２年　１１月　　大和ハウス工業株式会社

・令和２年　１１月　　合同会社ユー・エス・ジェイ
・令和３年　　１月　　アストラゼネカ株式会社

・令和３年　　１月　　SAPジャパン株式会社
・令和３年　　６月　　南海電気鉄道株式会社
・令和３年　　７月　　エイチ・ツー・オーリテイリング株式会社
・令和３年　　７月　　株式会社ダスキン
・令和３年　１２月　　株式会社読売新聞大阪本社
・令和４年　　３月　　中西金属工業株式会社

（３）地域貢献企業バンク制度の運営　

　　　　企業の社会貢献活動と府の施策のマッチングを図り、公民協働の取組みを促進する制度として、「大阪府政・地域貢献企業登録制度（地域貢献企業バンク）」を平成１８年９月に創設。令和３年度においても、登録企業と各種施策のマッチングによる、新たな公民連携の取組みの実現に努めた。

　　　　　　　　登録企業数：113社（令和３年度末現在）
出資法人グループ
１　出資法人改革の推進

「行財政改革推進プラン（案）」などこれまでに策定した計画に基づく取組状況や進捗状況を確認するとともに、改革の方向性の具体化を図った。

「出資法人等への関与事項等を定める条例」に基づき、経営評価を活用してＰＤＣＡサイクルによる経営改善の促進を図るとともに、役員報酬等の公表義務づけにより法人運営の透明性の向上を図った。

また、同条例及び大阪府出資法人の設立及び運営指導等に関する事務要綱等に基づき、指定出資法人の経営の評価及び中期経営計画の策定を行うに当たり、外部の有識者で組織する「大阪府指定出資法人評価等審議会」において、専門的な観点から意見を聴取した。

○大阪府指定出資法人評価等審議会（令和３年度実績）

　　　委員数　　７名

　　　開催回数　１３回（経営評価制度等１１回、人的関与の点検２回）

○指定出資法人数の推移（年度末現在）
	年　　度
	平成２９年度
	平成３０年度
	令和元年度
	令和２年度
	令和３年度

	法人数
	２１
	２１
	２１
	２０
	２０
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